
　 ごあいさつ

　少子高齢化や核家族化等の進展、ひとり暮らし高齢者の増加など、家族のあり方や地域

社会が大きく変容しており、福祉ニーズの多様化・複雑化が進んでいます。加えて、社会

的孤立や生活困窮、ひきこもりなど、地域の中で顕在化・潜在化する課題は複合化し、こ

れまで以上に地域全体で支え合う仕組みづくりが求められています。すべての人が年齢や

状況を問わず、その人のニーズに応じた適切な支援につなげられる体制づくり・地域づく

りが求められています。

　この第５次活動計画では、第４次活動計画の基本理念「つながり 支え合って ともに生

きるまちづくり～誰ひとりほっとかないプロジェクト～」を継続して掲げ、さまざまな地

域生活課題を抱える方々が社会から孤立せず、また誰もが安心して暮らせるよう、向こう

三軒両隣といった地域のつながりの再認識、再構築をめざすものとしました。

　本計画は、守山市社会福祉協議会の今後５箇年にわたる行動計画です。市民、地域団体、

関係機関、行政など多様な主体とともに、地域の中で支え合いの輪を広げ、「誰ひとり取

り残さない地域社会」の実現に向けて進めてまいります。

　計画策定にあたっては、第４次活動計画の点検・評価を行うとともに、学区社協理事等

との懇談会、子ども福祉委員への聞き取りなどを行い、多くの関係者のご協力のもと、そ

れぞれの立場から広くご意見をいただきました。これらを踏まえ、市民の代表者を中心に

構成された地域福祉活動推進委員会において、活発かつ熱心なご議論をいただき、本計画

を取りまとめることができました。

　ご指導いただきました同志社大学 野村先生をはじめ、多大なるご尽力を賜りました推

進委員の皆様、また貴重なご意見をお寄せいただいた市民の皆様に心より感謝申し上げま

す。

　今後とも、市民の皆様をはじめ関係機関・団体の皆様と力を合わせながら、地域福祉の

さらなる推進に努めてまいりますので、一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し

上げます。

令和８年３月

社会福祉法人　守山市社会福祉協議会

　　　会　長　　川 那 辺　守 雄
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　 ごあいさつ

　このたび、第５次守山市地域福祉活動計画の策定にあたり、委員長としてご挨拶申し上

げます。本計画では、第４次活動計画の基本理念を継承し、地域に暮らす誰もが孤立や孤

独を抱えることなく、安心して暮らし続けられる守山市を実現するために、さらに深化さ

せる計画づくりに委員の皆様と取り組んできました。ここに第５次活動計画としてまとま

りましたので、ご報告申し上げます。

　近年、地域生活課題は多様化し、支援が必要な状態が見えにくいケースも増えています。

そのため、孤立・孤独の予防や、課題が深刻化する前に気づき支える早期介入の視点が、

これまで以上に重要になっています。日常の小さな変化に気づき、声をかけ合える地域の

つながりこそが、誰かの安心につながり、地域全体の支え合いの力となります。

　計画策定にあたり、委員の皆さまには毎回の会議で活発な意見交換をいただきました。

その議論の一つひとつから、私は多くのことを学びました。地域をより良くしたいという

真摯な思いに触れるたびに、この皆さまの中に加わり、少しでもお役に立ちたいという気

持ちを一層強くしたことを、ここに申し添えたいと思います。

　本計画は、守山市社会福祉協議会が今後５か年にわたり取り組む行動計画として、誰ひ

とり取り残さない地域づくりを進めるための道しるべとなるものです。計画の進捗状況に

ついては、委員の皆様とともに責任をもって確認してまいります。今後も、地域の皆さま

とともに歩み、支え合いの輪をさらに広げていきたいと考えております。引き続きのご理

解とご協力を心よりお願い申し上げます。

� 同志社大学社会学部

� 野 村　裕 美
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第１章 地域福祉活動計画  

  

１ 社会福祉協議会と地域福祉活動計画  

 社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とする団体として社会福祉法に

位置付けられ、住民主体の理念に基づき、住民や地域の関係者の皆さんとの協働により、

「ともに生きる豊かな地域社会」を目指して事業を進めています。 

 社会福祉法人守山市社会福祉協議会（以下、「市社協」）は、昭和31年（1956年）に守山

町社会福祉協議会として発足し、昭和41年（1966年）の法人化、昭和45年（1970年）市制

施行を経て、地域とともに歩みを進めてきました。 

  昭和46年（1971年）からは、住民の自主的な活動を基に「みんなが安心して暮らせる

まちづくり」を目指し、当時の小学校区を単位として、学区社会福祉協議会（以下、「学

区社協」）が設立され、地域の福祉課題に対してみんなで取り組む活動に努めてきまし

た。  

 地域福祉活動計画は、市社協が進める行動計画です。地域の福祉課題をしっかり把握

し、地域の皆さん、ボランティアの皆さん、福祉に関わる皆さん、さらには、守山のまち

づくりを協働していくすべての皆さんに参加や協力を呼びかけ、活動を進めていきま

す。  

  

２ 計画期間  

 第５次活動計画の計画期間は、令和８年４月から令和13年３月までの５箇年です。 

 同じ計画期間となる第５期守山市地域福祉計画とも密接に連携しながら、地域福祉の

推進に努めます。  

  

３ 第４次活動計画から第５次活動計画へ  

（１）基本理念の継続 

 第４次活動計画(令和４年度～７年度)では、基本理念を次のように定めています。 

  「つながり 支え合って ともに生きるまちづくり 

    ～誰ひとりほっとかないプロジェクト～」 

 この基本理念は、市民一人ひとりが日々ともにつながり、支え合って、生活における

楽しみや生きがいを見出し、生活上のさまざまな困難を抱えた場合でも、社会から孤立

せず、安心して、その人らしい生活を送ることを目指すものです。また、制度のはざま 

や複合多問題など既存の枠組では解決が難しい人や世帯の問題について、たとえ解決が

できなくても放置せず、つながり続け、独りにしないことです。 

 これは、市社協としてこれからも目指していくべき基本理念であることから、第５次

活動計画においても継続していくこととします。また、この基本理念に基づく基本目標

や基本方針については、第４次活動計画の表現を端的にするとともに項目の整理を行っ

てより明確なものに変更して、具体的施策を展開していくこととします。  
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（２）第４次活動計画の評価と第５次活動計画の方向性 

  第４次活動計画では、41項目の具体的施策を示し、取組を進めました。４年間の計 

 画期間中の各取組の状況及び評価については、市社協ホームページ掲載のとおりです。 

  主な取組では、「子ども福祉委員」や「福祉活動推進校」など関係者のご協力を得て 

 大きく進んだ事業がある一方で、「(仮称)市民福祉講座」や「福祉事業所連絡会」など 

 計画策定時点で必ずしも事業の目的が明確でなかったもの等については、未実施とな 

 っています。 

  これらの点を踏まえ、第５次活動計画では、改めて具体的施策によって何を目指す 

 か、基本理念にどのように近づけていくかの視点をしっかり持って進めていくことと 

 します。 

  ＊守山市社協ホームページアドレス https://moriyama-shakyo.or.jp/ 

  

（３）意見聴取 

  本活動計画の策定にあたっては、幅広い声を反映するため、各学区社協理事との懇 

 談会や子ども福祉委員からの意見聴取を行いました。 

  各学区社協理事との懇談会では、本計画の骨子案を説明した後、各学区の実情や日 

 頃の活動から地域で感じておられる課題などについて率直なご意見をいただきました。 

  また、子ども福祉委員からは、「自分たちができる支え合いは」「日頃からできる備 

 えは」など、子どもならではの視点から多くの意見をいただきました。 

   

 

４ 地域福祉活動推進委員会  

 本活動計画の策定に当たって、各方面でご活躍されている皆さんに委員として参画い

ただきました。委員会では、守山の地域福祉の未来に向けて活発に議論していただくと

ともに、各団体等の状況も踏まえた様々なご意見をいただきました。 

      

                守山市地域福祉活動推進委員会名簿           (敬称略) 

  職  名 所 属 氏 名 

委 員 長  同志社大学社会学部社会学科 教授   野村 裕美 

副委員長  守山市民生委員児童委員協議会 副会長  大谷 加代子 

委 員  守山市自治連合会 会長   中川 郁男 

〃   地域福祉推進員会議 代表   馬場 春造 

〃  守山市老人クラブ連合会 副会長   成瀨 和子 

〃  守山市手をつなぐ育成会 副会長   山根 辰男 

〃   守山市赤十字奉仕団 吉身分団長   清水 佐代子 

〃   守山市市民協働課 課長   犬丸 智則 

〃  守山市健康福祉政策課 課長   小井 輝樹 

〃  守山市学校教育課 課長   岡田 伊津子 

〃  特定非営利活動法人ゆうらいふ 部長   武田 美津子 

〃  子ども食堂ネットワーク 代表   小西 由美子 

〃  一般社団法人 Atlas 代表理事   日野 貴博 

〃 
 若者自立支援ボランティア Group  
 居場所の会「レリーフ」 代表 

  大道 生枝 

〃  滋賀県社会福祉協議会 地域福祉係長   文野 真理子 
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  大道 生枝 

〃  滋賀県社会福祉協議会 地域福祉係長   文野 真理子 

－ 5－



4 

 

第２章 基本理念  

つながり 支え合って ともに生きるまちづくり 

～誰ひとりほっとかないプロジェクト～ 

  

1 第５次活動計画の背景と基本理念の意味  

 少子化、高齢化、つながりの希薄化による孤独や孤立、物価高騰等による生活困窮、

子ども若者ケアラーや8050問題に象徴されるひきこもりなどの地域の福祉課題が至ると

ころに存在していることについては、第４次活動計画を策定した当時と大きく変化はし

ていません。しかし、社会全体がコロナ禍を経験したことで、地域や人と人とのつなが

りについて、その困難さが一層露わになり、段々と社会から孤立していったり、既存制

度のはざまで課題を抱えてしまったり、超高齢社会の中で身寄りのない高齢者等へ支援

のあり方が大きくクローズアップされていくなど、今後ますます地域福祉を担う市社協

の積極的な活動と福祉の専門職(機関)としての知恵が求められています。 

 第４次活動計画から継続する基本理念「つながり 支え合って ともに生きるまちづ

くり ～誰ひとりほっとかないプロジェクト～」は、市民一人ひとりが日々ともにつな

がり、支え合って、生活における楽しみや生きがいを見出し、生活上のさまざまな困難

を抱えた場合でも、社会から孤立せず、安心して、その人らしい生活を送ることを目指

すものです。 

 市社協は、この基本理念を実現する取組を進める中で、誰ひとりとして『ほっとかな

い』、誰もが安心できるような事業や企画を進めていきます。 
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第３章 基本目標と基本方針  

１ 構成 

 基本理念に基づいて施策を推進していくため、第５次活動計画では、４つの基本目標、

11の基本方針としました。 

  

 

基本目標１「福祉の心づくり」  

基本方針(１)福祉教育・福祉の学びの推進  

基本方針(２)すべての市民へ発信し福祉を伝える 

 

基本目標２「地域活動の担い手づくり」  

基本方針(１)「担い手不足」への挑戦  

基本方針(２)ボランティア活動の推進  

 

基本目標３「ともに支え合う地域づくり」  

基本方針(１)誰もが参加できる居場所づくり  

基本方針(２)見守り支え合う活動の推進  

基本方針(３)地域とともに支え合う活動の推進  

 

基本目標４「安心して暮らせるしくみづくり」  

基本方針(１)支援を必要とする市民への包括的支援 

      体制の強化  

基本方針(２)災害ボランティアセンターの体制強化  

基本方針(３)市社協の基盤強化  

基本方針(４)市社協職員のさらなる資質向上  

 

２ 位置付け 

  基本目標は、「福祉の心」「地域活動の担い手」「ともに支え合う地域」「安心して暮ら

せるしくみ」の４つの視点から市社協が地域とともに「つくっていく」ことを目標とし

て構成しています。   

 そして各々の目標には、具体的施策を展開するための基本方針を立てています。 

  本活動計画は、基本理念、基本目標、基本方針、具体的施策を体系的にまとめていま

すが、その位置付けについて改めて十分認識し、具体的施策を進めます。 

 施策の実施は、基本方針に基づく目標の達成を目指すものであり、このことは即ち基

本理念である「つながり 支え合って ともに生きるまちづくり」を実現していくもの

であることを明確に意識し展開していきます。 

 ５年間という計画期間中には、社会情勢や福祉を取り巻く課題も変化していくことが

考えられます。これらに対しては、基本理念を維持しつつ、各事業年度の市社協事業計

画の中で柔軟に対応し、施策を進めます。 
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第４章 具体的な施策 

基本目標１「福祉の心づくり」  

 

すべての市民が地域で安心して暮らし続けられる社会をどのように築くかは、大きな

地域福祉の課題であり、市民一人ひとりの支え合いや、互助・共助の精神が欠かせませ

ん。市民が身近な地域課題を理解し、「自分にもできること」を考える環境づくりが何よ

り重要です。 

市社協は、子どもの頃からの福祉教育や、福祉への理解を深める情報発信を推進し、

福祉について自分で考える「福祉の心づくり」と思いやりと支え合いの輪を広げていき

ます。 

施策の実施にあたっては、分かりやすく、親しみやすい伝え方を意識し、身近な生活

や体験につながる形で福祉を学べる機会を大切にします。また、市民が福祉を身近に感

じ、体験しながら学ぶ機会として、啓発・体験型の取組（みんなのルシオールカーニバ

ル等）を進めます。 

また、楽しみながら学べる工夫を取り入れることで、福祉への関心を高め、「自分ごと」

として考えるきっかけづくりにつなげます。 

 

基本方針（１）福祉教育・福祉の学びの推進 

 

① 子ども福祉委員の充実 

令和５年度から開始した子ども福祉委員活動の拡充を図り、市立中学校の生徒を対象

とする参加者の拡大と活動内容の充実を目指します。 

活動内容は、高齢者や障害者、児童との交流、１日民生委員・児童委員体験などを中

心に、身近な福祉体験を通して「思いやり」や「支え合いの心」を学ぶものとします。 

また、子ども福祉委員活動の経験をもつ高校生が“先輩ボランティア”として中学生

を支える仕組みを整え、福祉を通じた世代間交流と継続的な学びを促進します。 

さらに、学区社協と連携した実施体制を整え、子ども福祉委員が地域の中で成長を実

感できる環境をつくるとともに、地域も一緒に「自分たちのまちをつくり支える」とい

う意識を育てます。 

 

② 福祉活動推進校の充実 

前計画の期間中にすべての市立小・中学校を「福祉活動推進校」として指定するとと

もに、学校が進めている福祉教育を継続的に支援しています。 

本計画においても、福祉教育を学校任せにせず、企画段階から地域の福祉団体やボラ

ンティア、福祉施設などを市社協から紹介しながら伴走支援を行います。 

また、学校・地域・市社協が協働し、授業や行事を通じて児童・生徒が身近な地域や生

活と結びついた形で地域と関わる機会を増やすことで、日常の中で「支え合うことの大

切さ」を感じられるようにします。 

こうした学びを通じて、子どもたちが福祉の心を育み、将来の地域の担い手として成

長することを目指します。  
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③ プッシュ型出前講座の推進 

これまでの出前講座は申込を待つ「受け身型」でしたが、今後は市社協が地域の特性

や課題を踏まえた講座を積極的に提案し、自治会や団体と協働して実施する「プッシュ

型」に転換します。 

講座では、認知症理解、防災を絡めた見守り支え合い活動など、生活に密着したテー

マを取り上げ、市民がともに学び、考える機会をつくります。 

市社協が地域へ出向き、市民と課題を共有しながらともに学ぶ姿勢を重視します。 

 

 

基本方針（２）すべての市民へ発信し福祉を伝える 

 

① 「社協だより」やＳＮＳを有効に活用した情報発信を通じた対話と共有 

 市社協が年４回発行し、自治会のご協力を得て全戸配布している広報誌「社協だより」

は、市社協の発信ツールとして大きな意味を持っており、企画内容の充実とともに読者

からの声を聞かせていただけるよう、内容の工夫に一層取り組みます。 

また、ＳＮＳは、市社協の活動や地域の活動を広く市民に伝えるための極めて有効な

ツールであることから、発信の方法や内容の工夫を重ねます。 

一方、すべての市民がデジタル媒体を利用できるわけではありません。そのため、デ

ジタル（ホームページやＳＮＳ等）手段に偏らない情報提供を前提とし、紙媒体・対面

での周知、地域のつながりを通じた情報提供を併用していきます。 

これまでは市社協から一方向的な発信となっていましたが、本計画では市民との双方

向のやり取りを重視します。市民や地域団体から寄せられる意見や感想を大切に受け止

め、情報発信や事業の工夫に繋げます。 

また、市社協のＬＩＮＥ公式アカウントなど双方向で意見交換できる媒体を活用し、

市民・団体・市社協が思いを交わし合える関係を築きます。こうした対話と共有を通じ

て、「つながり・支え合う心」が広がるまちづくりを推進します。 
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基本目標２「地域活動の担い手づくり」  

 

少子高齢化や地域のつながりの希薄化が進む中で、地域活動を支える人材の不足が深

刻化しています。加えて、活動の担い手に役割や負担が集中していることも課題となっ

ています。 
一方で、新たに地域で活動したい人からは「どう関わればよいか分からない」「相談先

が分からない」といった声も聞かれ、担い手になることにつながる仕組みが十分に機能

していない現状があります。 

市社協は、地域の担い手を「地域に関心を持ち、その一歩を踏み出す市民」として捉

え、誰もが気軽に関われる地域づくりを進めます。 

役割を担う前段階として、小さな関わりや体験を通じて地域とつながる機会を大切に

します。そのため、活動内容や役割の整理、負担の分散を意識するとともに、活動を希

望する人の思いを丁寧に受け止め、伴走支援を通して、支える人も支えられる人も安心

して参加できる地域を目指します。 

 

 

基本方針（１）「担い手不足」への挑戦  

 

① 新たな活動グループ等の発足支援と伴走支援 

地域で新たに活動を始めたい人の思いを形にできるよう、立ち上げ時から計画づくり・

仲間集め・活動場所の確保までを丁寧に支援します。 

市社協は、活動の進め方に悩む人や団体に寄り添い、活動が地域に根づくよう継続的

に伴走します。さらに、既存団体ともつなげることで、孤立した取組とならず、地域全

体の支え合いの一部として機能するよう支援します。 

 

② 既存分野を越えてのネットワークづくり 

地域で課題の複合化が進む中で、一つの制度や団体では対応が難しいケースも増えて

います。 

高齢者支援や障害者支援、子育て支援、生活困窮者支援など、既存の分野を越えた連

携を推進し、広く支援者がやりがいをもって活動できるネットワークづくりを推進しま

す。 

市社協は、自治会や学区社協、地域包括支援センター、ＮＰＯ、学校などと連携する

とともに、企業や福祉分野以外の団体とも協働し、支援を必要とする人がどこからでも

適切な機関につながる「顔の見える関係づくり」を進めます。 

 

③ 気軽に参加できる居場所や情報交換の場の創出 

支える人も支えられる人も気軽に参加できる居場所づくりを推進します。 

カフェ形式の交流会や情報交換の場、学習会などを通して、福祉について学び、地域

の課題を語り合える関係を広げます。福祉の枠にとどまらず、地域のサークル活動や趣

味の集まりなど、多様な関わり方を尊重し、そこから支え合いが生まれる土壌を育てま

す。 
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市社協は、こうしたつながりを増やし、無理のない最初の関わりを通じて地域との関

わりを深めるきっかけづくりを継続して行います。 

 

④ 地縁型のボランティアとテーマ型のボランティアの融合によるなり手づくり 

 民生委員・児童委員や福祉協力員など、従来の地縁型ボランティアのなり手不足が全

国的に課題となっています。 

 市社協は、これらの活動のもつ魅力や大切さを市民に分かりやすく発信するとともに、

時代に合った活動形態を企画提案します。 

 さらに、新たに活動を始めたテーマ型ボランティアにも、地域の地縁型活動を紹介し、

参画を促します。双方の強みを活かした新たななり手づくりを推進します。 

 

 

基本方針（２）ボランティア活動の推進  

 

① ニーズに合ったボランティア活動の企画と養成 

 市民一人ひとりの関心や生活状況に合わせ、参加しやすく、ニーズに沿ったボランテ

ィア活動を企画・推進します。 

初めて活動する人が負担なく参加できる「はじめの一歩講座」や、短時間・少人数で

の活動など、気軽に取り組める機会を提供します。 

また、すでに活動しているボランティアにはステップアップの機会を設け、さまざま

な分野への参加を支援します。 

これらの取組を通して、「ボランティアを増やす」ことにとどまらず、「地域全体で支

え合う文化を育てる」ことを目指します。 
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基本目標３「ともに支え合う地域づくり」  

 

少子高齢化や核家族化、生活様式の多様化により、家庭や地域での支え合いの力が弱

まり、人と人とのつながりが希薄になっています。 

一方で、ひとり暮らし高齢者や子育て家庭、障害者、外国人、ひきこもり状態の人な

ど、多様な背景をもつ人々が地域で暮らしており、孤立を防ぐためには地域全体での支

え合いがこれまで以上に求められています。 

市社協は、「支援する側」「支援される側」といった関係を越えて、誰もが地域の中で

役割を持ち、互いに支え合う地域共生社会の実現を目指します。困りごとを抱える人が

特別な存在とならないよう、声をかけやすく、話しやすい関係づくりを大切にします。

そのために、身近な居場所やつながりの場を広げ、地域ぐるみの見守り体制を整え、「向

こう三軒両隣」の関係を基礎とした支え合いのまちづくりを推進します。 

 

 

基本方針（１）誰もが参加できる居場所づくり 

 

① 多様なニーズに応えるサロン活動の展開 

 既存の高齢者サロンや子育てサロンでは、参加者の固定化などの課題がみられるもの

の、一定数の参加があり、大切な居場所として継続的な実施が重要です。 

 一方で、サロン活動の担い手の高齢化や役員のなり手不足、食事提供する場合などの

準備の負担が大きいことも課題です。 

市社協では、こうした課題を踏まえ、ボランティア研修等の機会をつくり、サロン活

動の意義の再確認を行ないます。また、参加しやすい「カフェ型」や、「学習型・体験型」

など、多様なニーズに対応できるサロンづくりを支援します。 

 

② 様々な形での居場所の提案 

 ひきこもりや不登校、子ども若者ケアラーなど、社会との関わりが希薄になりがちな

人が安心して過ごせる居場所づくりを進めます。 

 当事者の関心や得意なことを活かしながら、居場所での交流やボランティア参加など、

自分のペースで関われる多様な形を提案・支援します。 

また、既存の地域活動（サロン、子ども食堂、学習支援、農作業体験など）と連携し、

行政、学校、企業、支援団体等と協働して、「誰もが居場所を持てる地域」の実現を目指

します。 
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10 

 

基本目標３「ともに支え合う地域づくり」  

 

少子高齢化や核家族化、生活様式の多様化により、家庭や地域での支え合いの力が弱

まり、人と人とのつながりが希薄になっています。 

一方で、ひとり暮らし高齢者や子育て家庭、障害者、外国人、ひきこもり状態の人な

ど、多様な背景をもつ人々が地域で暮らしており、孤立を防ぐためには地域全体での支

え合いがこれまで以上に求められています。 

市社協は、「支援する側」「支援される側」といった関係を越えて、誰もが地域の中で

役割を持ち、互いに支え合う地域共生社会の実現を目指します。困りごとを抱える人が

特別な存在とならないよう、声をかけやすく、話しやすい関係づくりを大切にします。

そのために、身近な居場所やつながりの場を広げ、地域ぐるみの見守り体制を整え、「向

こう三軒両隣」の関係を基礎とした支え合いのまちづくりを推進します。 

 

 

基本方針（１）誰もが参加できる居場所づくり 

 

① 多様なニーズに応えるサロン活動の展開 

 既存の高齢者サロンや子育てサロンでは、参加者の固定化などの課題がみられるもの

の、一定数の参加があり、大切な居場所として継続的な実施が重要です。 

 一方で、サロン活動の担い手の高齢化や役員のなり手不足、食事提供する場合などの

準備の負担が大きいことも課題です。 

市社協では、こうした課題を踏まえ、ボランティア研修等の機会をつくり、サロン活

動の意義の再確認を行ないます。また、参加しやすい「カフェ型」や、「学習型・体験型」

など、多様なニーズに対応できるサロンづくりを支援します。 

 

② 様々な形での居場所の提案 

 ひきこもりや不登校、子ども若者ケアラーなど、社会との関わりが希薄になりがちな

人が安心して過ごせる居場所づくりを進めます。 

 当事者の関心や得意なことを活かしながら、居場所での交流やボランティア参加など、

自分のペースで関われる多様な形を提案・支援します。 

また、既存の地域活動（サロン、子ども食堂、学習支援、農作業体験など）と連携し、

行政、学校、企業、支援団体等と協働して、「誰もが居場所を持てる地域」の実現を目指

します。 
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基本方針（２）見守り支え合う活動の推進 

 

① すべての地域での見守り支え合う活動の推進 

 市社協では、自治会や学区社協に対し「見守り支え合い活動助成」を行っています。 

 見守りを担う民生委員・児童委員や福祉協力員なども、災害時には被災者となり得る

ことから、平常時から複数人での見守りを進め、つながりをつくっておくことが重要で

す。 

 市内すべての地域で、日常的な見守り支え合い活動が行われ、いざというときに迅速

に対応できる体制の構築を目指します。 

 

 

基本方針（３）地域とともに支え合う活動の推進 

 

① 「向こう三軒両隣」で支え合うつながりづくり 

隣近所が日頃から声をかけやすい雰囲気の中で、普段と違う様子に気づき合える関係
を広げ、現代版「向こう三軒両隣」の構築を図ります。 

「向こう三軒両隣」といっても特別なことではなく、挨拶や立ち話、声かけなど、日

常の小さな関わりを大切にすることから始まります。例えば、最近姿を見かけない、洗

濯物が何日も干したままになっている、回覧板が回ってこない、元気がなさそうに見え

るなど、「いつもと違うな」と感じたときに、近所の人同士で声をかけ合い、必要に応じ

て自治会、民生委員・児童委員、福祉協力員、地域包括支援センター、市社協などにつな

ぐことで、早めの支援を可能とします。また、ＩＣＴやＳＮＳも補完的に活用し、地域

の中で気づきが支援につながる仕組みを整えます。 

 

② 企業・事業所との連携による見守りネットワークの拡充 

 新聞、配食、郵便、宅配などの事業所と連携し、地域での異変を早期に察知できるネ

ットワークを充実させます。 

 さらに、地域とかかわりの深い開業医や飲食店、介護事業所、金融機関など多様な事

業所とも協働し、「地域ぐるみの見守り支え合い活動登録（通称：見守り協定）」を拡充

します。そして、地域全体での見守りと支え合いの機運を高め、誰もが安心して暮らせ

るまちを実現します。 
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基本目標４「安心して暮らせるしくみづくり」  

 

誰もが安心して暮らし続けられる地域を実現するためには、生活上の困りごとを早期

に把握し、複合的な課題に対して包括的に支援できる体制づくりが必要です。 

生活困窮や孤立、ひきこもり、子ども若者ケアラー、8050・9060 問題などの課題は、

制度のはざまに陥りやすく、地域の支え合いと専門職による支援の両輪で対応していく

ことが求められています。 

また、災害対応や高齢化、地域福祉を支える組織基盤の強化も重要です。 

市社協は、行政・市民・関係団体等と連携し、「困りごとを丸ごと受け止めるしくみ」

と「平時・災害時を通じた安心の基盤づくり」を進めます。 

困ったときに、どこに相談すればよいかが分かりやすいしくみづくりを重視します。 

支援を必要とする人が、適切な支援につながる体制を整え、誰もが安心して暮らせる

地域づくりを進めます。 

 

 

基本方針（１）支援を必要とする市民への包括的支援体制の強化  

 

① 生活困窮者への支援体制の充実  

寄付米や生活物資の提供、フードパントリーの実施などを通じ、生活に困りごとを抱

える人への継続的な支援を行います。 

行政や関係機関、企業、ＮＰＯ等と連携し、経済的困窮に限らず、住まい・就労・人間

関係などの課題にも相談先や支援の内容が分かりやすく伝わる形で、包括的に対応でき

る体制を整えます。 

  

② 地域福祉権利擁護事業の充実  

認知症高齢者や障害のある人など、判断能力に不安のある方が安心して生活を続けら

れるよう、意思決定を尊重したきめ細やかな支援を充実させます。 

また、成年後見制度の改正動向や身寄りのない高齢者支援、空き家の増加など、今日

的な地域課題を踏まえ、地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）を強化してい

きます。 

 

③ ひきこもり支援の充実  

 「ほたるサポート事業」や「ほたるの広場」など、現在実施している取組の運営方法を

絶えず見直し、社会とのつながりを回復するための支援を継続・発展させます。 

また、行政や企業、事業所との協働により、個々のニーズに応じた就労の場の確保や

社会参加の機会を提供し、家族支援も含めた総合的な体制を整え、「寄り添ってくれてい

る」「わかってくれている」と感じられる支援を目指します。 
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基本目標４「安心して暮らせるしくみづくり」  

 

誰もが安心して暮らし続けられる地域を実現するためには、生活上の困りごとを早期

に把握し、複合的な課題に対して包括的に支援できる体制づくりが必要です。 

生活困窮や孤立、ひきこもり、子ども若者ケアラー、8050・9060 問題などの課題は、

制度のはざまに陥りやすく、地域の支え合いと専門職による支援の両輪で対応していく

ことが求められています。 

また、災害対応や高齢化、地域福祉を支える組織基盤の強化も重要です。 

市社協は、行政・市民・関係団体等と連携し、「困りごとを丸ごと受け止めるしくみ」

と「平時・災害時を通じた安心の基盤づくり」を進めます。 

困ったときに、どこに相談すればよいかが分かりやすいしくみづくりを重視します。 

支援を必要とする人が、適切な支援につながる体制を整え、誰もが安心して暮らせる

地域づくりを進めます。 

 

 

基本方針（１）支援を必要とする市民への包括的支援体制の強化  

 

① 生活困窮者への支援体制の充実  

寄付米や生活物資の提供、フードパントリーの実施などを通じ、生活に困りごとを抱

える人への継続的な支援を行います。 

行政や関係機関、企業、ＮＰＯ等と連携し、経済的困窮に限らず、住まい・就労・人間

関係などの課題にも相談先や支援の内容が分かりやすく伝わる形で、包括的に対応でき

る体制を整えます。 

  

② 地域福祉権利擁護事業の充実  

認知症高齢者や障害のある人など、判断能力に不安のある方が安心して生活を続けら

れるよう、意思決定を尊重したきめ細やかな支援を充実させます。 

また、成年後見制度の改正動向や身寄りのない高齢者支援、空き家の増加など、今日

的な地域課題を踏まえ、地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）を強化してい

きます。 

 

③ ひきこもり支援の充実  

 「ほたるサポート事業」や「ほたるの広場」など、現在実施している取組の運営方法を

絶えず見直し、社会とのつながりを回復するための支援を継続・発展させます。 

また、行政や企業、事業所との協働により、個々のニーズに応じた就労の場の確保や

社会参加の機会を提供し、家族支援も含めた総合的な体制を整え、「寄り添ってくれてい

る」「わかってくれている」と感じられる支援を目指します。 
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基本方針（２）災害ボランティアセンターの体制強化  

 

① 災害ボランティアセンターの運営体制の整備と関係機関との連携促進  

  地震や風水害などの災害発生時に被災者支援を円滑に行うため、平常時から災害ボラ

ンティアセンターの運営体制を整備します。 

 運営訓練では、拠点施設の配置や動線、役割分担を明確にし、より実践的な内容とし

ます。 

 また、必要な資機材や物資の備蓄に向け、企業や関係団体と協定を締結する等、連携

体制を強化します。 

 さらに、行政や地域包括支援センター、自治会、企業、防災機関等と連携し、避難行動

要支援者への支援や避難所運営との協働を推進します。 

 

 

基本方針（３）市社協の基盤強化  

 

① 自主財源の拡大と市、県社協からの補助金等の確保  

 地域福祉を安定的に推進するため、市社協会費や共同募金、善意銀行などへの参加促

進を通じて自主財源の拡大を図ります。 

 また、寄付の使途や成果を「見える化」し、市民・企業等との信頼関係を強化します。 

 さらに、市や県社協との連携を深め、委託事業や補助金の確保に努めるとともに、企

業・団体等との協働事業を進め、持続可能な運営体制を整えます。 

 今後加速的に進んでいくと考えられるＤＸ化についても、財源の裏付けを取りながら、

スピード感をもって取り組みます。 

 

 

基本方針（４）市社協職員のさらなる資質向上  

 

① 市民、団体等からの信頼  

 地域の課題を的確に把握し、関係機関や市民と協働して解決にあたるため、職員が常

に現場と一体となって活動する姿勢を貫きます。 

 また、外部研修や他市町社協との交流、事例検討会などを通じて、課題整理力・調整

力・発信力の向上を図るとともに、社会福祉士等の専門資格の取得を促し、職員一人ひ

とりの専門性を高めます。 

 さらに、組織内での情報共有と学び合いを進め、個々の経験や知識を組織全体の力と

して活かすことで、「地域福祉のプロ」として、市民や団体から信頼される活動を進めま

す。 
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資 料 編 
 

用語集(五十音順) 

 

〇カフェサロン 

地域住民が自治会などにおいて、高齢者や子どもなどの世代を問わず気軽に交流できる

事業を実施されている。 

 

 

〇高齢者サロン 

自治会や学区社協において、高齢者が相互に、また地域の人たちと交流を深めることを

目的に実施されている。市社協から助成金をＲ５、６、７年度とも４学区社協 68 自治会

へ交付。 

 

 

〇子育てサロン 

自治会や学区社協において、子育て中の家族が地域で気軽に集まり、交流できる場とし

て実施されている。市社協から助成金をＲ５年度は１学区社協 37 自治会、Ｒ６年度は１

学区社協 36 自治会、Ｒ７年度は１学区社協 36 自治会へ交付。 

 

 

〇子ども食堂 

子どもが一人でも行ける無料または低額の食堂。食事の提供だけでなく、孤食の解消や

地域交流の場としての機能もある。地域住民やボランティアが運営し、地域の居場所の

一つとなっている。Ｒ８年３月現在、市内で 16 か所で実施されている。 

 

 

〇子ども福祉委員 

子どもたちが、学校以外の場で福祉について学び、福祉の心を育てることを目的とした

取組みとして、Ｒ５年度に市社協が開始した。活動内容は、福祉施設での高齢者との交

流、民生委員・児童委員とともに行う見守り訪問、障害者スポーツ体験等に取り組んで

いる。参加者はＲ５年度は２名(守山中)、Ｒ６年度は 10 名(守山中、守山北中)、Ｒ７年

度は 30 名(守山中、守山南中、守山北中、明富中)と年々参加が広がっている。 

 

 

〇子ども若者ケアラー(ヤングケアラー) 

法律上では、「家族の介護その他日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ど

も・若者」のことをヤングケアラーと言い、滋賀県では 18 歳以上の若者も支援していく

という想いを込めて「子ども若者ケアラー」と呼んでいる。 
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〇災害ボランティアセンター 

大規模な自然災害が発生した際に、市の要請に応じて市社協が設置する。被災地の支援

ニーズを把握し、その活動を実施するボランティアの受け入れと現地への派遣などの調

整を行う。 

ボランティアは全国各地から駆け付けられることが多い。 

 

 

〇社協だより 

年４回編集発行し、自治会の協力により市内全戸(約３万世帯)に配布している市社協の

広報誌。市社協の事業や地域・ボランティアの活動をわかりやすく伝えることを心掛け

ている。 

 

 

〇生活支援体制整備事業 

住民等の多様な主体が参画し、地域の実情に応じた多様なサービスを充実することで、

地域の支え合い体制づくりを推進するとともに、要支援者等の支援を行う。市社協に第

１層(守山市域)の生活支援コーディネーター(１名)を配置し、各学区に第２層(学区域)

の生活支援コーディネータ―(地域福祉推進員、７名)を配置している。 

 

 

〇善意銀行 

市社協が市民や団体、企業等から金品や物品の寄付を広く受け付け、寄付者の意向に

沿って速やかに必要な方(生活困窮者や子ども食堂、福祉施設など)へお渡しする仕組み。 

 

 

〇地域ぐるみの見守り支え合い活動登録(通称：見守り協定) 

地域の企業や事業所等に登録いただき、「ながら見守り」を推進を行う。登録された企業

等は、日常の業務の中で気になることがあれば市社協に連絡し、市社協と各関係機関が

連携し、その状況を確認する。緊急時は警察や消防に直接連絡される。 

 

 

〇地域福祉権利擁護事業 

認知症や知的障害、精神障害等により日常生活を営むのに支障がある人に対し、福祉サ

ービスの利用に関する相談に応じ助言を行い、福祉サービスの提供を受けるために必要

な手続きや費用の支払い等の援助を行い、その人の権利を守る事業。 

 

 

〇地域福祉推進員 

小地域福祉活動を推進するため、各学区に１名設置する。学区社協の構成員となり、地

区会館および市社協と密接に連携を取りながら、学区社協が実施する事業の推進を図

る。学区社協会長が推薦し、市社協会長が委嘱する非常勤職員。第２層生活支援コーデ

ィネーターを兼任する。 
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〇出前講座 

市社協職員が、自治会や各種団体等の要請に応じて出向き、講話や体験型のプログラム

等を通して、福祉や健康等に対する知識・理解を深めていただく。Ｒ５年度 17 回、Ｒ６

年度 17 回、Ｒ７年度 25 回実施。内容は「避難所運営ゲーム(HUG)」や「助け合い体験ゲ

ーム」など。 

 

 

〇はじめの一歩講座 

福祉の理解を促すとともに、修了者には、学んだことをツールとして地域での福祉活動

や福祉施設等でのボランティア活動されることを目的に開催。Ｒ６年度は「コーヒーの

淹れ方(受講 16 名)」と「ケアマフを知ろう・作ってみよう(受講 25 名)」、またＲ７年度

は「作って楽しいバルーンアート(受講 10 名)」と「コーヒーの淹れ方(受講 16 名)」を

テーマに開催。 

 

 

〇8050・9060 問題 

80 代の親と 50 代の子ども、また 90 代の親と 60 代の子どもが同居し、子どもが長期間

ひきこもり状態にあることから生じる社会問題。親の高齢化により、生活や経済的な支

えが難しくなる一方で、子どもは社会的に自立できない状況が続くことが課題になって

いる。 

 

 

〇福祉活動推進校 

市内小中学校の福祉教育を学校と連携し、地域の福祉団体にご協力いただき、福祉活動

を推進するために、市社協が福祉活動推進校を指定し、助成金を交付。備品購入や講演

会等の経費に活用されている。福祉教育の企画に当たっては、市社協職員が助言や講師

等の調整を行っている。Ｒ５年度は５校(守山小、立入が丘小、小津小、河西小、守山中)、

Ｒ６年度は３校(物部小、中洲小、守山北中)、Ｒ７年度は５校(吉身小、玉津小、速野小、

守山南中、明富中)で、この３年間で市内の市立小中学校すべての 13 校を指定した。 

 

 

〇福祉協力員(制度) 

小地域(自治会)を基盤に福祉活動を行い、また学区社協事業に参加および協力する者と

して、自治会長の推薦により市社協会長が委嘱。Ｈ５年に開始した制度で、任期は２年

で継続可能。Ｒ８年３月現在 250 人。 

 

 

〇フードパントリー 

寄付等による食料を生活困窮者等に提供する事業。市社協では、新型コロナ特例貸付の

利用者、歳末たすけあい激励金の受給者を対象として、寄付の状況に合わせて不定期に

実施。Ｒ６年度は３回実施、Ｒ７年度は４回実施。 
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〇ほたるサポート事業 

ひきこもりの当事者の社会参加を促進するため、また当事者やその家族の相談支援につ

ながるよう、当事者にボランティア活動等への参加を促進する事業。毎月３回実施し、

参加者には交通費を支給している。 

 

 

〇ほたるの広場 

ひきこもりの当事者の居場所の一つとして、すこやかセンター近くの一軒家(「コミュハ

ウス・ほたる」)を、毎週火曜日の午後に開放。市社協が主催する養成講座を受けたひき

こもりサポーターの協力により実施。 

 

 

〇見守り支え合い活動 

地域で見守りを必要とする人へ定期的に安否確認等を行い、日常的な交流や信頼関係を

深めることで、緊急時等に円滑に支援できる体制を作る活動。 

市社協から助成金をＲ５年度は４学区社協40自治会、Ｒ６年度は５学区社協41自治会、

Ｒ７年度は４学区社協 43 自治会へ交付。 

 

 

〇民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱される地域住民の身近な相談役。生活や福祉に関する困りごとを

抱えた人を適切な支援につなぐ役割を担う。子どもから高齢者まで幅広く相談支援を行

い、社会福祉の増進に努めている。Ｒ８年３月現在 160 人。 

 

 

〇みんなのルシオールカーニバル 

Ｒ７年度から、「もりやま地域共生大会」(市社協、市、ふれあいフェア実行委員会主催)

と「ルシオール AKF 秋色」(文化体育振興事業団主催)を一つにし、障害があるなしに関

わらず、子どもから大人まで、立場や背景のちがいに関係なく、楽しみながらふれあい、

共に生きる社会について考えるきっかけになることを目的に開催。 
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第５次活動計画の体系図
基本理念 基本目標 基本方針
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４　安心して暮らせるし
くみづくり

（3）市社協の基盤強化

（4）市社協職員のさらなる資質向上

（1）支援を必要とする市民への包括
的支援体制の強化

（2）災害ボランティアセンターの体
制強化

１　福祉の心づくり

（1）福祉教育・福祉の学びの推進

（2）�すべての市民へ発信し福祉を伝
える

２　地域活動の担い手づ
くり

（1）「担い手不足」への挑戦

（2）ボランティア活動の推進

３　ともに支え合う地域
づくり

（1）誰もが参加できる居場所づくり

（2）見守り支え合う活動の推進

（3）�地域とともに支え合う活動の推
進
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取り組み内容

①災害ボランティアセンターの運営体制の整備と関係機関との連携促進

①自主財源の拡大と市、県社協からの補助金等の確保

①市民、団体等からの信頼

①生活困窮者への支援体制の充実　②地域福祉権利擁護事業の充実
③ひきこもり支援の充実

①子ども福祉委員の充実　②福祉活動推進校の充実　③プッシュ型出前講座の推進

①「社協だより」や SNS を有効に活用した情報発信を通じた対話と共有

①新たな活動グループ等の発足支援と伴走支援　②既存分野を越えてのネットワークづくり
③気軽に参加できる居場所や情報交換の場の創出
④地縁型のボランティアとテーマ型のボランティアの融合によるなり手づくり

①ニーズに合ったボランティア活動の企画と養成

①すべての地域での見守り支え合う活動の推進

①多様なニーズに応えるサロン活動の展開　②様々な形での居場所の提案

①「向こう三軒両隣」で支え合うつながりづくり
②企業・事業所との連携による見守りネットワークの拡充
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社会福祉法人守山市社会福祉協議会守山市地域福祉活動推進委員会設置要綱 

 

（令和元年６月１日） 

 改正 令和７年５月 27 日 

(会議の設置) 

第 1 条 守山市地域福祉活動計画の実現に向けて、住民や各種関係団体、行政等の多様な主体が

協働するため守山市地域福祉活動推進委員会(以下「推進委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 推進委員会は次の各号に掲げる事項を検討し、社会福祉法人守山市社会福祉協議会会長

(以下「会長」という。)に提言を行う。 

(1) 守山市地域福祉活動計画の策定および進捗状況の検証に関すること。 

(2) 守山市地域福祉活動計画の見直しに関すること。 

(3) 前号に定めるほか、前条の目的を達成するための必要な事項に関すること。 

(委員) 

第 3 条 推進委員会の委員は、次の各号に掲げる者から会長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

  (2) 地域福祉活動を代表する者 

  (3) 高齢者福祉を代表する者 

  (4) 障害者福祉を代表する者 

  (5) ボランティア活動を代表する者 

  (6) 行政関係（市民活動担当課） 

  (7) 行政関係（福祉担当課） 

  (8) 行政関係（教育担当課） 

   (9)その他会長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、委嘱の日から起算して 4 年が経過する日の属する年度の 3 月 31 日まで

とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任することができる。 

(委員長および副委員長) 

第 5 条 推進委員会に委員長および副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は、推進委員会を代表し、会務を総括する。 

3 委員長に事故等があるとき、または欠けたときは、副委員長が職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 推進委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集する。 

2 委員長は、会議の議長となる。 

3 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

4 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明 

または意見を聴くことができる。 

(報償) 

第 7 条 委員が会議に出席したときは、予算の定めるところにより報酬金を支払う。 

2 前項の規定にかかわらず、公務で会議に出席した公務員またはそれに準ずる者に対 

しては、報酬金は支払わない。 

(庶務) 

第 8 条 推進委員会の庶務は、地域福祉部地域支援課において処理する。 

 

付 則 

この要綱は令和元年６月１日から施行する。 

付 則（令和７年５月 27 日） 

 この要綱は令和７年５月 27 日から施行する。 

－ 22 －


